
・健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針、治療と職業生活の両立支

援のためのガイドラインの周知啓発を図り、企業の意識改革及び支援体制の整備を促

進

・企業向け、医療機関向けマニュアルを作成し、産業保健総合支援センターにおける研

修の実施等により普及

・都道府県ごとに設置される「地域両立支援推進チーム」の活動等を通して、地域にお

ける企業、医療機関等関係者の具体的連携の推進

・労働者に寄り添いながら相談支援を行い、労働者と主治医や企業・産業医とのコミュ

ニケーションのサポートを行う「両立支援コーディネーター」の養成、産業保健総合

支援センター等への配置

（２）疾病を抱える労働者を支援する仕組みづくり

・脊髄に損傷を負った労働者の職場復帰を見据えた入院時からの医療機関の継続的な支援

方法等の研究、職場適応のためのリハビリテーション技術・機器の開発を推進するとと

もに、国の支援策の在り方を検討

（３）脊髄に損傷を負った労働者等の職場復帰支援
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４ 疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進

（１）企業における健康確保対策の推進、
企業と医療機関の連携の促進

ガイドラインの活用

国際動向等を踏まえた化学物質による健康障害防止対策

・ラベル表示やSDS交付の在り方について検討

・国による支援の充実など必要な環境整備を推進

・危険性又は有害性等が不明であることは安全又は無害であることを意味するものでは

ないことから、危険性又は有害性等が判明していない化学物質が安易に用いられるこ
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●●●

危険

○○○○○・・・
△△△△・・・・

（製品の特定名） △△△製品 ○○○○ （絵表示）
（注意喚起語） 危険

（危険有害性情報）・引火性液体及び蒸気 ・吸入すると有毒 ・・・

（注意書き） ・火気厳禁 ・防毒マスクを使用する ・・・・・・

安全データシート
（SDS）
●●●
---------------------
---------------------

------------------------------------------
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３ 組成および成分情報
４ 応急措置
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リスクアセスメントの結果を踏まえた作業等の改善
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・作業環境測定の結果等と特殊健康診断の結果を結びつける等、総合的な健康確保対策
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（実測値を用いたリスクの見積）
・作業環境測定
・個人ばく露測定
・簡易な測定（検知管、パッシブサンプラーなど）
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ニケーションのサポートを行う「両立支援コーディネーター」の養成、産業保健総合
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４ 疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進

（１）企業における健康確保対策の推進、
企業と医療機関の連携の促進

ガイドラインの活用


